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JCP HOPE 検索i to_gaku

地方創生臨時交付金の増額の方向が示されました。
関連資料をお送りします。

　内閣府の地方創生推進室は、長引く新型コロナに対応するとため、これまでの地
方創生臨時交付金に「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」を創設
し、9月 9日に各自治体担当課へ事務連絡を発出。9月 14 日にはさらに詳細な事
務連絡を発出しました。
　伊藤岳議員は地方創生推進事務局の担当者から説明を受けました。
　次ページ以降に資料を提供いたします。

●この重点支援地方交付金の交付対象は都道府県と市町村で、予算額は 6000 億円です。来週
（9月 19 日の週）の閣議決定で予備費使用が了承された後に、各地方自治体の交付限度額を別途
通知する予定です。

●「今回の重点支援地方交付金では、4月の原油価格物価高騰対応分で行った事業に基づき、地
方自治体のニーズを踏まえ８つの『推奨事業メニュー』とした」と担当者は説明しています。

●以下に 9月 9日の事務連絡と 9月 14 日の事務連絡を添付しますが、WEB 上でもデータ入手
は可能です。ただし現在 9月 14 日事務連絡にある今後のスケジュール（別添 3）はまだアップ
されていませんのでご注意ください。本レターでは伊藤岳事務所が入手した資料（別添 3）を提
供します。

●自治体への交付通知とほぼ同じタイミングで実施要綱がアップされる予定です。

※ご質問がありましたら伊藤岳事務所までご連絡ください。

WEB での入手場所
「内閣官房・内閣府の総合サイト地方創生」（https://www.chisou.go.jp/sousei/index.html）→
トップページの注目ワード「地方創生臨時交付金」→
2地方公共団体向け文書及び資料（新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金関連）のとこ
ろにある「地方公共団体向け文書等はこちらをご覧ください」→
制度要綱等に事務連絡がアップされています。

今回の重点支援地方交付金の要点
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